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政　策　カ　ル　テ

２．政策の評価

 ⑤政策を
　取巻く環境

１．政策の位置づけと目標

 ③取組の
 　基本方向

 ①政策の柱 Ⅳ 市民の豊かな暮らしを支える活気と活力のある社会を築くために

地域産業の創造性・発展性を高める

 ○現状と
　課題の分析

Ｈ24：目標 進捗状況

35.0% 40.9%

Ｈ22Ｈ19：基準 Ｈ20

22.1%

Ｈ20

1

№ ①　施　策　名
施 策 の 指 標

②　施　策　の　達　成　状　況

3

2 4.24.2事業所新設率（年率） 4.2新規開業・新事業創出の促進

就業・雇用環境の充実 雇用保険受給者数 2,369

産業政策課

新たな事業や産物が，地域内から活発に産み出されていると感じている市民の割合 ④目　標 政策の指標

主管課

 ⑥政策指標
　の進捗状
況

Ｈ21

 ②政策名 1

「地域産業の創造性・発展性を高める」ため，特色ある産業の集積などにより地域間競争に対応
していくための「地域特性を生かした産業集積の促進」，意欲ある市民や企業の新たな事業への
チャレンジを促すための「新規開業・新事業創出の促進」，個人個人が能力を発揮し，生き生き
と働くことができる環境を創出するための「就業・雇用環境の充実」，また，生産者と消費者と
の相互理解が図られ，食と農の結びつきを促進するための「地産地消の推進」に，重点的に取り
組みます。

本市の農業，商業，工業において，相互に新たな関係や連携が生み出され，地域資源の有効活用や
人材の交流が活発化して，地域産業の創造性・発展性が高まっています。

Ｈ19：基準 Ｈ24：目標

14.3%

③　施　策　の　二　次　評　価

Ｈ23

３．政策を構成する施策一覧

本市が持続的発展を図るためには，急激に変化する社会経済動向を見極め，地域の特性を十分に活
かした各施策の積極的な取組みが重要となっている。

満足度 重要度

④市民の意識

進捗状況

16.1%

新規開業・新事業創出による，まちの活力の維持・向上に向け，市民や企業のニー
ズを捉えながら，起業チャレンジャーへの積極的な支援を図ることができるよう，
新たな創業助成制度の構築，起業家セミナーの充実，創業相談窓口設置の検討な
ど，支援基盤の充実を進めること。

地域特性を活かした産業集積の促進
共同研究開発等プロジェクト数（件数／
年）

19 21 20 105.0%

100.0%

地域特性を活かした産業集積を促進するためには，市内立地の大企業と地元中小企
業との取引拡大や農業者と流通業者等との連携による地場農産物を使った付加価値
の高い商品の開発，さらには企業立地や拡大再投資支援の新たな制度構築などに取
り組む必要がある。今後はさらに，1次産業から3次産業までを横断的に捉え，農商
工や産学官の連携によるプロジェクトの創出などにより新たな産業の創造を目指す
とともに，環境分野など時代の潮流を捉えた新しい産業集積の促進について検討を
進めること。

31 37 83.8%

2,000 54.5%3,667

4 地産地消の推進 地域食料自給率（％） 31

78.2%

27.8% 72.9%

政策指標の進捗状況は７．８ポイントの減少であり，目標の３５．０％を達成するには厳しい状況となっている。各施策の状況については，農商工連携による新たな付加価値の創造や，厳しい雇用情勢に対応して求職者一人ひとりの就労
のための資質向上策などの取り組みを進めてきた。その結果，推進進捗状況の達成度が高い数値を示し，一定の成果が出ているものがある一方，満足度が低いという施策があることから，さらなる地域資源の有効活用や労働環境の充実な
どにより事業実施体制を強化することで，取り組みを着実に進める必要がある。
また，各施策の事業内容や成果については，市民に分かりやすく伝えることやブランド力の強化などにより，新たな事業や産物が，地域内から活発に産み出されていると感じている市民の割合を高めることが必要である。

21.0% 50.2%

14.0% 41.6%

　農業の持続性や地域食料自給率を高め，地産地消を推進していくためには，生産
者が意欲を持って農業を営み，消費者は安全・安心・新鮮な農畜産物を手軽で安定
的に手に入れられる必要がある。
　このため，地域農業や地元農畜産物に関する情報発信による生産者・消費者の相
互理解の促進や，生産者と流通・販売業者の連携促進による消費者の手に入れやす
さの向上を図るとともに，地域農業の創造性・発展性を高められるよう，これまで
の農業の枠組みに捉われない農商工連携の促進を図ること。

地域産業を支える勤労者の労働環境の確保を図るため，事業主や勤労者に対して，
引き続き，各種制度や施策に係る周知に努めながら，制度の利用促進を図ること。
また，経済環境の急激な変化に伴う就業環境の悪化に対して，就業促進のための雇
用助成金の拡充などに努めてきたが，今後も，緊急雇用創出に係る事業をはじめと
する雇用の場の創出，雇用する事業主への支援，求職者に対する資格取得などの
きっかけづくりなどにより，雇用の拡大を図ること。
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